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３－４ 措置 
 

○ 農道の効率的な保全対策が図られるよう、点検診断の結果を踏まえ、必要な措置を講

ずる。 

 

・ 措置には、保全対策計画を踏まえた補修や補強などの農道の機能や耐久性等を維持又

は回復するための対策工事、撤去、定期的あるいは常時の監視がある。また、緊急に措

置を講じることができない場合などの対応として、通行規制・通行止めがある。 

 

・ 措置にあたっては、最適な方法を農道の管理者が総合的に検討する。 

 

 

３－４－１ 保全対策計画の策定 
 

○ 点検結果の評価を踏まえて、対象構造物毎に保全対策工法と保全対策時期を検討す

る。 

○ 橋梁やトンネル等の構造物を対象として保全対策コストの最小化、保全対策の効率化

や平準化が図られるよう、点検時期、保全対策時期、保全対策工法保全対策費用等の施

設のメンテナンスサイクルを記載した個別施設計画を策定する。 

○ 個別施設計画は、点検結果、保全対策に係る新たな知見、保全対策の実績等を踏まえ

て必要な見直しを行う。 

○ 農道保全対策計画を個別施設計画にみなすことができる。 

 

・ 個別施設計画 

（１）個別施設計画とは、「インフラ長寿命化基本計画」のⅣ．の２．に基づく計画をい 

う。 

 ※ 「インフラ長寿命化計画（行動計画）」の「別添３ 個別施設計画の策定・更新方

針 ２．農道」において、策定済みの農道保全対策計画を個別施設計画にみなすこと

ができるとしている。 
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【表－22 個別施設計画の記載事項（インフラ長寿命化基本計画から整理）】 

項目 記載事項 

対象施設 

 インフラ長寿命化計画（行動計画）において、個別施設計画を策定することとした施設を対

象とする。計画の策定にあたっては、各施設の維持管理・更新等に係る取組状況や利用状況等

に鑑み、個別施設のメンテナンスサイクルを計画的に実行する上で最も効率的・効果的と考え

られる計画策定の単位（例えば、事業毎の分類（道路、下水道等）や構造物毎の分類（橋梁、

トンネル、管路等）等）を設定の上、その単位毎に計画を策定する。 

計画期間 

 インフラの状態は、経年劣化や疲労等によって時々刻々と変化することから、定期点検サイ

クル等を考慮の上計画期間を設定し、点検結果等を踏まえ、適宜、計画を更新するものとする。

本インフラ長寿命化基本計画で示す取組を通じ、知見やノウハウの蓄積を進め、計画期間の長

期化を図ることで、中長期的な維持管理・更新等に係るコストの見通しの精度向上を図る。 

対策の優先

順位の考え

方 

 個別施設の状態（劣化・損傷の状況や要因等）の他、当該施設が果たしている役割、機能、

利用状況、重要性等、対策を実施する際に考慮すべき事項を設定の上、それらに基づく優先順

位の考え方を明確化する。 

個別施設の

状態等 

 点検・診断によって得られた個別施設の状態について、施設毎に整理する。なお、点検・診

断を未実施の施設については、点検実施時期を明記する。また、「対策の優先順位の考え方」

で明らかにした事項のうち、個別施設の状態以外の事項について、必要な情報を整理する。 

対策内容と

実施時期 

 「対策の優先順位の考え方」及び「個別施設の状態等」を踏まえ、次回の点検・診断や修繕・

更新、さらには、更新の機会を捉えた機能転換・用途変更、複合化・集約化、廃止・撤去、耐

震化等の必要な対策について、講ずる措置の内容や実施時期を施設毎に整理する。 

対策費用  計画期間内に要する対策費用の概算を整理する。 

 

（２）対象施設 

   インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づき個別施設計画を策定することとしてい

る対象施設は次の施設とする。 

   なお、本対象に該当しない施設においても、「３－２－１ 点検計画の策定」等を

参考に優先順位を考慮し、個別施設計画を策定するよう努めるものとする。 

 

① 橋梁（橋長 15m以上） 

② トンネル 

③ ①及び②以外で、管理者の判断で個別施設計画の策定が必要と思われる道路施設

等（橋梁（橋長 15m未満）、ボックスカルバート、法面・斜面、擁壁、横断歩道橋、

門型標識等） 
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（３）個別施設計画の策定・更新にあたっては、参考様式５～７を参考とされたい。 

 

〈参考〉個別施設計画策定手順 

    適切に計画的な保全対策に取り組むため、次の手順を参考に実施することが望ま 

しい。 

    ※地域の実情に応じて適宜検討する。 

 ・STEP１  保全対策の基本的な考え方を学ぶ。 

       （「２．農道保全対策の基本的考え方」参照） 

  ・STEP２  関連資料（農道台帳、これまでの点検記録簿など）を収集する。 

        （「３－２－１ 点検計画の策定」参照）） 

  ・STEP３  施設の現状を把握する。 

        （「３－２－１ 点検計画の策定」参照） 

  ・STEP４  施設概要（関連資料から転記）や点検結果を個別施設計画に記載する。 

        （「３－４－１ 保全対策計画の策定」参照） 

  ・STEP５  施設の現状や予算等を考慮して、個別施設計画に今後の点検・対策予定 

を作成する。必要に応じて、補修・通行止め等の必要な措置を講じる。 

        ※ 定期点検など決まっているものがあれば記載し、これまでの点検結 

果や現状等を踏まえて、詳細な点検や補修等を実施する施設の優先順 

位を検討してみる。 

        （「３－４－１ 保全対策計画の策定」参照） 

  ・STEP６  専門技術者（コンサルタント等）による点検結果を個別施設計画に反映 

させて内容を充実する。 

 （「１．農道保全対策の手引きの役割」参照） 

  ・STEP７  必要に応じて、個別施設計画の見直しや補修・通行止め等の措置を講じ 

る。 

  ・STEP８  補修や更新等を実施した場合は、現状の施設に合わせて個別施設計画の 

内容を見直す。 

  ・STEP９  点検結果の保全計画への反映や補修等を積み重ねて、保全対策のサイク 

ルを構築していく。 

        （「２．農道保全対策の基本的考え方」参照） 
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【参考様式－５】個別施設計画（橋梁） 
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【参考様式－６】個別施設計画（トンネル） 
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【参考様式－７】個別施設計画（道路・小規模構造物） 

 
 

  

（H　．　．　　作成）
【参考様式－３】個別施設計画（道路・小規模構造物）

１．施設概要

路線名 供用開始年度

農道●号 平成●年

施設造成主体

A県

4.0m以上 1.8～4.0m アスファルト舗装 コンクリート舗装 砂利舗装

1,400m 600m 1,000m 400m 600m

(例)標識、照明設備、防護柵、擁壁、水路等

２．施設の状態

調査・診断内容

調査・診断結果

劣化原因等の推定

３．長寿命化対策概要

点検計画等を含む管理方針

H30 H31 H32 H33 H34

対策費用（長寿命化）（千円）

路盤の打ち替え

（2,000千円）

表層切削

ｵｰﾊﾞｰﾚｲ(1,000千円)

排水路の改修

(1,500千円)

点検計画 定期点検

H35 H36 H37 H38 H39

防護柵の撤去・新設

(3,000千円)

定期点検

農道の沈下区間及びクラック発生区間については通行への支障の程度を確認の上、H31年度に対策を予定。
H31年に農道及び附帯施設について点検を予定しており、その状況を踏まえて排水路の目地の改修、一部水路の沈下
による通水阻害区間の敷設替えを検討。

△△市
農道●号　2,000m

防護柵　　30m

附属物の規格

防護柵の例：車両用防護柵、転落防止柵等

擁壁、水路の例：高さ、幅、延長等

【H○．○．○、●●の調査(日常パトロール含む)】

 農道●号線　全線の路面の亀裂、沈下の確認、路面排水設備の通水阻害、機能低下状況の確認

【H○．○．○、●●の調査結果(日常パトロール含む)】

　農道●号線　一部区間(15m程度)に3cm程度の沈下あり。

　　　　　　　　　　沈下区間から50mほど先において走行に支障を生じるクラックが●ｍに渡り△箇所あり。

　　　　〃　　　　排水設備、目地不良箇所が7箇所あり。水路が沈下して漏水している区間あり。

　農道の沈下部については不明。

　排水設備の目地については経年劣化によるものと推定される。

施設規模と補修歴

農道幅員別延長(m) 舗装区分別延長(m)

点検履歴

農道●号全線について路面性状測定車による平たん性の確認（H20.6.20）

補修履歴

農道●号線　路面沈下箇所の路盤補修（H21.8.30）

附属物の種別

施設管理者 管理延長

造成事業 事業実施期間（供用開始年度）

●●事業 平成●年～平△年
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●調査・診断実施箇所・対策必要箇所

平成○年度　点検実施路線

番号 路線名 場所 延長

① ○○線 ○○町○地先 ○○m

② ○○線 ○○町○地先 ○○m

③ △△線 ○○町○地先 ○○m

④ ××線 ○○町○地先 ○○m

実施予定時期

走行に支障を生じるクラックが●ｍに
渡り△箇所あり。

表層切削
ｵｰﾊﾞｰﾚｲ

平成○年

柵支柱にサビ、一部腐食あり。
防護柵

撤去・新設
平成○年

水路の一部沈下あり 沈下区間の撤去・新設 平成○年

走行に支障を生じる不陸が●ｍに渡
り△箇所あり。

舗装打替え 平成○年

施設の状況 措置内容

●措置が必要な箇所一覧

①

④

③

②
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・ 農道保全対策計画 

（１）農道保全対策計画とは、農村整備事業（農道・集落道）や農山漁村地域整備交付金

のうち農地整備事業（通作条件整備）等を活用して、既設農道の点検診断を実施した

場合、策定・更新することとされている計画をいう。 

 

（２）農道保全対策計画では、保全対策のためのコストの最小化・平準化が図られるよう、

また、保全対策の効率化、施設の重要性、利用状況など総合的な視点から保全対策シ

ナリオを比較・検討して策定・更新する。 

 

（３）農道保全対策計画策定・更新の流れは以下の通り。 

① 保全対策シナリオの検討 

ア 保全対策工法の検討 

イ 劣化予測と保全対策時期の設定 

ウ 管理コストの算出 

② 保全対策シナリオの設定 

③ 農道保全対策計画の策定 

 

（４）保全対策シナリオの検討 

   保全対策シナリオとは、保全対策工法、保全対策実施時期、保全対策実施規模の組

み合わせにより設定される長期的な保全のシミュレーションである。 

   保全対策シナリオは、選定された保全対策工法による保全対策が、保全すべき機能

の管理水準が維持されるような時期に実施されるように複数のシナリオを設定する。 

 

① 保全対策工法の検討 

    保全対策工法の選定においては、点検結果により推定された損傷原因や程度に応

じて、管理水準を維持するために必要な保全対策工法を複数案設定する。 

    保全対策工法案は、保全対策を実施した場合の工事費、保全対策後の耐用年数や

維持管理の軽減などを検証の上設定する。 

 

 
【図－８ 舗装における対策工法】 
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② 劣化予測と保全対策時期の設定 

    劣化予測（性能低下予測）は、劣化の要因が明らかであり、その予測手法が確立

されている場合は経験式などの手法を用いて行う。経験式などの手法が確立されて

いない場合は、簡易な手法について検討する。 

    劣化予測により、管理水準を維持するために必要な時期までに保全対策を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図－９ 劣化曲線と対策時期（例）】 

 

    橋梁、トンネルでは、健全度に対応する保全対策時期が部材の種類、劣化要因、

環境条件等により幅があるため、劣化予測はこれらの条件を勘案する必要がある。 

    舗装については、ひび割れ率、わだち掘れ量、平たん性等を考慮した健全度を縦

軸に、経過年数を横軸に取り、回帰式による劣化予測を行う手法がある。 

 

③ 管理コストの算出 

    複数の保全対策シナリオの管理コストを比較検討するために、構造物の耐用年数、

保全対策工法案、機能的供用期間（利用期間、要求性能の変化）、経済的供用期間

（更新コストを上回る場合）等を踏まえて、総合的に検討対象期間を設定する。 

   （例えば、農業水利施設の施設長寿命化計画の計画期間については、農業水利施設

のライフサイクルを考慮して、40年以上の計画期間とすることが望ましいことや土

地改良事業の経済効果算定が「工事期間＋40年間」とされていることを踏まえ、「工

事期間＋40年間」を基本とするとされている。（農業水利施設の機能保全の手引き

（農林水産省農村振興局整備部水資源課施設保全管理室、H27.8）P93）） 

    保全すべき管理水準がこの検討対象期間内において確保されるよう複数の保全対

策工法の組み合わせによる保全対策シナリオを複数設定する。 

    保全対策シナリオ毎に検討対象期間内の主な管理コストを算出する。この際、保

全対策の実施による日常管理費の軽減についても考慮する。 

 

  

健全度 良 

（劣化度 小） 

健全度 悪 

（劣化度 大） 

対策による 

健全度の回復 

対策時期 経過年数 

健全度 

管理水準 
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【表－23 構造物の耐用年数（参考）】 

施設区分 構造物区分 標準耐用年数 

農道 

路面 

コンクリート敷 １５ 

アスファルト敷 １０ 

砂利敷 １５ 

路盤・路床 ４０ 

橋梁 
鉄筋コンクリート ６０ 

鉄骨 ４５ 

水路 隧道 
巻立 ５０ 

素堀 ４０ 

        ※「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」 

         （平成 19年 3月 28日 18農振第 1598号 農村振興局企画部長通知） 

        ※本数値は、土地改良事業の実施において費用対効果を分析する際に用いる基礎的数値であ

り、構造物の物理的耐用年数については、現場条件によって異なることについて留意するこ

と 

 

（５）保全対策シナリオの設定 

   検討対象期間内における複数の保全対策工法と保全対策実施時期、管理コストから

なる保全対策シナリオを複数設定し、農道保全対策計画策定の検討材料とする。 

 

 

 

 

 

【図－10 保全対策シナリオの設定（例）】 

（コンクリート桁の例） 

シナリオⅠ（橙）：塩害を防止するためコンクリート表面塗装を定期的に実施 

シナリオⅡ（緑）：ひびわれが確認されたときに断面修復を実施、その後１回表面塗装。鋼材に腐食が見られた段階で防食対策 

シナリオⅢ（青）：ひび割れが顕著に確認された段階で大規模な断面修復を行い延命化。その後早期に更新 
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（参考） 

 農道の舗装には、砂利舗装、コンクリート舗装およびアスファルト舗装などがあり、農

道の利用形態、地形条件等を勘案し、交通の安全性、快適性、経済性、施工性及び維持管

理の観点から適用にあたっては検討が必要である。 

 

表－24 舗装の一般的特徴 

コンクリート舗装 アスファルト舗装 

・施工が簡単である 

・丈夫で摩耗に対する抵抗が大きい 

・表面が白色系なので夜間などでの視認性

が良い 

・たわみ性が大きく、変形に対して比較的

順応しやすい 

・維持修繕が容易である 

 

 コンクリート舗装は、アスファルト舗装と比べて、初期費用が高いこと、養生が必要で

あることから解放まで時間がかかること等のデメリットがあるものの、表－24 のとおり、

施工が簡単であること、丈夫で摩耗に対する抵抗が大きいこと等の特徴があることから、

農道では急傾斜地等を中心に採用されており、コストについても、ライフサイクルコスト

を比較するとアスファルト舗装よりも優位になる場合も示されている。このように、保全

対策計画の策定に当たっては、長期的なライフサイクルコストの比較やメリット・デメリ

ットを総合的に勘案し、対策を決定することが重要である。 

 

 

【写真－10 急傾斜地でコンクリート舗装が採用されている事例】 
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【図－11 ライフサイクルコスト比較の事例 国土交通省 第 14 回 道路技術小委員会資

料より抜粋】 

 

（６）農道保全対策計画の策定・更新 

   農道保全対策計画は当該農道管理者が管理する橋梁やトンネル等の構造物を対象に

策定・更新する。 

   それぞれの構造物の保全対策シナリオのうち、管理コストが最小となるものが、当

該構造物の基本となる保全対策シナリオであるが、施設の重要性や利用状況について

も考慮する必要がある。 

   農道保全対策計画の実効性を確保するためには、それぞれの構造物の基本となる保

全対策シナリオ間で調整を図ることが現実的、合理的な場合がある。 

   例えば、保全対策を実施すべき時期が集中する場合は、予算計画を考慮して個々の

保全対策実施時期を調整して平準化を図ることが現実的である。また、実際の事業化

や工事発注などの実態を考慮し、一定の範囲を一体的に実施することが効率的な場合

もある。 

   この調整に際しては、財政部局や関係行政機関との調整も必要である。 
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【表－25 効率化と平準化】 

平準化 

 

・同一年度に大規模な工事が集中しないよう予算計画に配慮 

  

 

効率化 

 

・一つの構造物は一括して実施 

 （一つの橋梁では同じ足場を利用して実施等） 

 

 

 

（参考） 

 道路管理者の所管する橋梁を、施設の健全度を縦軸、重要度を横軸としたマトリックス

に整理し、対策工事等の優先順位を決定する際の参考にしている事例がある。 

 

 

【図－12 対策工事の優先順位を決定するための情報の整理事例】 

  

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
A橋梁 B橋梁

2015201620172018201920202021202220232024
A橋梁 B橋梁

低 重要度 高

Ｃ Ｂ Ａ

○○橋

△△橋

□□橋

※※橋

優先順位高

●●橋

～～橋

Ⅲ 低

▲▲橋
◆◆橋

◎◎橋

▽▽橋

☆☆橋

＠＠橋
Ⅱ

健
全
度

優先順位低

＃＃橋

＆＆橋

★★橋 ◇◇橋 Ⅰ 高

対策時期が重なるこ

とで年度予算を逼迫 

対策時期を調整し年

度予算を平準化 
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【表－26 農道保全対策計画の項目（例）】 

① 舗装 

北海道 

（農政部農村振興局農村整備課） 

青森県 

（農林水産部農村整備課） 

１．施設現況調査（施設の概要、施設の管理状況及び

課題） 

２．機能診断（機能診断調査、機能診断評価） 

３．対策工事（対策工法、対策時期、機能保全コスト

算定、日常管理計画） 

１．農道保全対策計画書の主旨等 

２．地域の概要 

３．道路点検診断結果の整理 

４．交通量調査結果の整理 

５．道路工法の検討及び断面の決定 

６．道路維持管理のための日常パトロール要領 

７．橋梁点検診断結果の整理 

８．橋梁対策工法の検討及び補修工法の決定 

９．橋梁維持管理のための日常パトロール要領 

② 橋梁 

岐阜県 

（農政部農地整備課） 

山口県 

（農林水産部農村整備課） 

長崎県 

（農林部農村整備課） 

１．業務概要（目的、概要、位置

図、諸元等） 

２．現地調査（概要、調査方法・

内容、調査結果） 

３．既設橋の照査 

４．耐震補強工法検討（補強工法

の検討、耐震の検討、落橋防止

システムの検討 

５．施工計画 

６．詳細設計への申し送り事項（関

係機関との協議・調整、検査路

の設置・検討、既設下部工の鉄

筋位置確認） 

１．対象路線 

２．路線の概要（関係市町、延長、

幅員、主要構造物の概要） 

３．路線の管理状況（管理者、過

去の補修履歴） 

４．点検診断結果（点検診断概要、

点検診断方法、点検診断結果） 

５．ライフサイクルコストの検討

（対策時期および対策工事の検

討） 

６．維持管理 

７．添付資料（農道台帳） 

１．事業目的 

２．章事業計画区域の範囲 

３．一般計画 

４．工事計画又は点検診断計画 

５．費用の総額及び内訳 

６．費用負担の方法 

７．施設の予定管理者及び予定管

理方法 

８．資金計画 

９．添付図面 

10．添付資料（耐震対策工、補修

工） 

③ トンネル 

鳥取県 

（県土整備部道路建設課） 

広島県 

（農林水産局農業基盤課） 

１．維持管理計画の目的 

２．維持管理基本方針（耐用年数、劣化予測、準拠す

る図書） 

３．点検結果に基づく健全度評価 

４．中長期的予防保全計画 

１．概要（計画の目的、保全計画策定の工程、施設位

置図及び施設概要） 

２．保全対策計画（施設個別計画）基本方針、点検診

断と劣化予測、保全計画集計、施設個別計画） 

３．保全対策計画（施設全体計画）（基本方針、保全

計画の集計） 

 



- 75 - 

 

３－４－２ 対策工事の実施 
 

○ 管理者は、保全対策を実施する段階において、保全対策計画策定の考え方を踏まえ、

状況の変化等による必要な検討をしたうえで、適正な保全対策を実施する。 

 

・ 保全対策を実施する段階において、 

① 保全対策計画策定時からの日常管理や最新の点検結果 

② 保全対策計画策定時からの保全対策の実績 

③ 工事費の精査と予算上の制約 

 等の状況の変化を考慮して保全対策計画の妥当性を検討したうえで実施する。 

 

・ 保全対策工事は、適切な施工管理のもと安全かつ合理的に実施する。 

 

・ 保全対策工事の施工状況は、次年度以降の保全対策や次期保全対策計画の重要な情報

となることから、実施後に必ず記録する。また、保全対策の適切な推進を図るため、実

施の効果（期待される効果、対策後の変化）についても整理しておくことが望ましい。 

 

 

３－４－３ 監視 
 

○ 監視は、施設の劣化の進行状況を見極め、最適と判断される時点（適時）に適切な対

策工事を実施できるようにすることなどを目的に行う。 

 

・ 継続的な監視を通じて、実際の劣化の進行状況を見極めた上で、対策工事を適切な時

期に実施していくことが重要である。 

 

・ 特に、保全対策計画における対策工事予定年度を経過して対策工事が未実施となって

いる場合は、施設の劣化状況が最適シナリオにおける対策工事で対応可能な範囲内にあ

ることを、監視を通じて確認していることが重要である。 

 

・ 他方、対策工事予定年度が到来していない施設については、農道の管理者の負担や効

率性等を考慮し、簡易な方法で実施してもよい。 

 

  




